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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は自らの意思を明確に示すことが困難な障害者に対するケアマネジメン
トにおける意思決定支援プログラムを次の５つの調査研究により明らかにすることである。障害者の意思決定支
援の先駆的な取り組みとしての評価されている南オーストラリア州の意思決定支援実践の特徴の整理、ケア会議
における意思決定支援プロセスの解明、ストレングスモデルの事例分析、市民後見人および相談支援専門員への
面接調査。これらの研究の知見から意思決定支援プログラムにおいては、障害者と支援者との信頼関係の構築を
着実に形成しながら、意思を確認していく段階的なアプローチの重要性が示された。
研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to clarify the supported decision-making 
program in care management for persons with disabilities who are difficult to clearly show their 
intention by the following five research studies. Arrangement of characteristics of decision-making 
practice in South Australia state being evaluated as a pioneering effort for the supported 
decision-making program of persons with disabilities, analysis of supported decision-making process 
at care conference, case analysis of strength model, interview for citizen's guardians and care 
managers. Based on the findings of these researches, the supported decision-making program showed 
the importance of a phased approach to confirming intention while steadily building the trust 
relationship between persons with disabilities and supporters.
研究分野：障害福祉学
キーワード： 意思決定支援　当事者参加　相談支援　市民後見人
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１．研究開始当初の背景 
意思を明確に示すことが困難な障害者の意
思決定の支援に関しては、イギリスの意思決
定能力法（2005年）が、法律学において、注
目されている。この法律においては、意思決
定能力の有無の判断、ベストインタレスト（最
善の利益）の尊重、ベストインタレストの発
見、の３つが重要な視点とされている。この
ことに関して、この法施行にともなって、イ
ギリスにおいてはさまざまな事例（判例）を
もとに、主に、法律学的な視点での検討がな
されている。 
社会福祉学においては、これまで、障害者
の自己決定支援という文脈で研究はなされて
きたが、障害者のベストインタレストを明ら
かにし、それを支援するという視点での研究
はほとんどなされてこなかった。障害者に対
するケアマネジメントにおいても、自己決定
支援を中心に議論がなされており、ベストイ
ンタレストを視点に置いた研究は、これまで
ほとんどなされていない。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、自らの意思を明確に示す
ことが困難な障害者に対するケアマネジメ
ントにおける意思決定支援プログラムを事
例分析および相談支援専門員（障害者ケアマ
ネジメント従事者）調査により構築すること
である。さらに、構築した意思決定支援プロ
グラムを、ケアマネジメント実践に適用し、
意思決定支援を組み込んだケアマネマネジ
メントプログラムを障害者のQOL（生活の質）
への効果の面で検討し、意思決定支援プログ
ラムの評価を行うことを目的とする。これら
の研究で得られた知見により、ケアマネジメ
ントの実践において障害者の意思決定支援
を組み込んだプログラムの有効性を実証的
なデータに基づいて解明することを最終的
な目的とする。 
 
３．研究の方法 
2015年度は、「当事者参画・チームアプロ
ーチ・協働に焦点をあてた意思決定支援過程
に関する研究」、「知的障害者の意思決定支援
に関連するこれまでの研究の整理」、「イギリ
スの『Mental Capacity Act :意思決定能力
法』（2005年）に即した意思決定事例に関す
る調査」、「オーストラリア・南オーストラリ
ア州における支援付き意思決定・意思決定支
援（S.A.-SDM）モデルの研究」の４つの研究
を中心に進めた。 
2016年度は、「当事者参画・チームアプロ
ーチ・協働に焦点をあてた意思決定支援過程
に関する研究」、「相談支援専門員による知的
障害者を対象とした意思決定支援について
の研究」、「オーストラリア・南オーストラリ
ア州における支援付き意思決定・意思決定支
援（S.A.-SDM）におけるファシリテーター
養成プログラムについて」、「オーストラリ
ア・南オーストラリア州における支援付き意
思決定・意思決定支援（S.A.-SDM）の実践
についての意見交換」、「国際育成会連盟
（Inclusion International）世界会議に参加
して」、「オーストラリア・南オーストラリア
州における支援付き意思決定・意思決定支援
（S.A.-SDM）視察報告」、「成年後見実施機
関における市民後見支援体制の現状分析に
関する研究」の６つの研究を中心に進めた。 
 2017年度は、平成28年度で得られた知見に
基づいて引き続き2016年度の研究課題を推進
した。 
 方法は、いずれの課題研究も基本となる先
行研究、文献のリサーチを行った。その上で、
意思決定支援にかかわる実践事例（サービス
調整会議を含む）の分析、相談支援専門員へ
の面接調査、オーストラリア、英国などへの
海外調査などを実施した。 
 
４．研究成果 
(1)2015年度の成果 
「当事者参画・チームアプローチ・協働に
焦点をあてた意思決定支援過程に関する研
究」では、文献研究より実践モデルの特徴を
比較した。そこでは、日本における障害福祉
領域の相談支援実践現場における実践モデ
ルを構築していくため、①「ストレングス・
モデル・ケースマネジメント」，②「ソリュ
ーション・フォーカスト・アプローチ」，③
「ファミリーグループ・カンファレンス」，
④「南オーストラリア州・支援付き意思決定
支援モデル」の特徴を整理し、実践枠組みを
探索し、フィデリティ項目（実践チェックリ
スト）案を作成する作業を進めた。 
 「知的障害者の意思決定支援に関連するこ
れまでの研究の整理」では、先行研究を整理
し、ソーシャルワークにおける意思決定支援
に関わるジレンマの要因は、「生命・心身の
安全と自由の尊重とのジレンマ」「制度的な
背景がもたらす影響」「支援者側の意識の問
題」「家族に関連する要因」という 4 つのカ
テゴリーに分けることができた。 
「イギリスの『Mental Capacity Act :意思
決定能力法』（2005年）に即した意思決定事
例に関する調査」では、意思表示に困難があ
る人の意思決定支援の具体的な方法を、英国
における先進事例から検討することを目的
とした。 
方法はイギリスを訪問し、意思能力が困難
な人の支援などをしている団体が、「MCA」
が示す意思決定の支援に則った支援を具体
的にどのように行っているかを調査するこ
とにした。この研究の意義は、障害者権利条
約に則した障害者施策を展開していくにあ
たり、制限能力制度を原則としている成年後
見制度が、判断能力推定に基づいた意思決定
支援に変更していくことが求められる可能
性がある。その際、MCA を制度化した英国
における意思決定支援の具体的方法を示す
ことにより、日本における意思決定支援のあ
り方への示唆を与えることができると考え
られる。本研究は、分担研究者である木下大
生が「2015 年度内閣府コアリーダー育成事
業障害者関連分野イギリス派遣団」への参加
機会を得られ、その調査に基づいて行ったも
のである。予め決められた訪問先において、
MCA の影響と実践状況に関して、それぞれ
の訪問先の事業所において得られた情報を
中心にまとめた。 
「オーストラリア・南オーストラリア州に
おける支援付き意思決定・意思決定支援
（S.A.-SDM）モデルの研究」では、日本で
も注目されつつある南オーストラリア州の
意思決定支援モデルにおいて重要な役割を
果たす実践家３名を日本に招聘し、南オース
トラリア州の意思決定支援モデルについて
講演とワークショップを行った。 
 
(2)2016年度の成果 
「当事者参画・チームアプローチ・協働に
焦点をあてた意思決定支援過程に関する研
究」では文献研究より実践モデルの特徴を比
較した。そこでは、日本における障害福祉領
域の相談支援実践現場における実践モデル
を構築していくため、①「ストレングス・モ
デル・ケースマネジメント」、②「ソリュー
ション・フォーカスト・アプローチ」、③「フ
ァミリーグループ・カンファレンス」、④「南
オーストラリア州・支援付き意思決定支援モ
デル」の特徴を整理し、実践枠組みを探索し、
フィデリティ項目（実践チェックリスト）案
を作成する作業を進めた。さらに、障害者福
祉の意思決定支援実践において、意思決定に
課題がある事例をとりあげ、事例研究におけ
る１事例を中心に報告した。本人が参画する
意思決定支援の会議を開催したことで、仕事
に対する意向や、ホームヘルプサービスの利
用を躊躇する原因（ヘルパーの関わり方）や
本人の意向が改めて表出された。このことか
ら本人が参画し、かつ複数の支援者や関係者
が参集したカンファレンスにおいて、本人の
ストレングスの発見促進に意義のあること
が示唆された。 
「相談支援専門員による知的障害者を対
象とした意思決定支援についての研究」では、
先行研究を整理し、ソーシャルワークにおけ
る意思決定支援に関わるジレンマの要因は、
「生命・心身の安全と自由の尊重とのジレン
マ」「制度的な背景がもたらす影響」「支援者
側の意識の問題」「家族に関連する要因」と
いう 4つのカテゴリーに分けることができた。 
さらに、知的障害者の相談支援事業所におい
て、一定以上の実務経験を有する相談支援専
門員（３名）を対象としたインタビュー調査
を実施した。その結果、仮説として、以下の
18カテゴリーに分類することができた。 
 1)意思表示が難しい人のニーズの推論、2)
主訴の背景の把握、3)支援者の力量向上のた
めの推論の訓練、4)サービスにつなぐだけで
はないこと、5)時間をかけて本当のニーズを
明らかにする、6)表明された意思決定支援を
制限する場合とその理由、7)モニタリング、
スーパービジョンの重要性、8)支援者による
介入の理由、9)意思決定支援と自己有用感の
関係、10)利用者の自己決定の権利、11)丁寧
な情報の集積、12)ピアサポートの活用、13)
「一緒に失敗していく」支援、14)チームでの
意思決定支援、15)推論の精度を上げる工夫、
16)長期的な視点に基づいた支援、17)真意を
探る過程、18)意思決定する主体としての責任
について 
「オーストラリア・南オーストラリア州に
おける支援付き意思決定・意思決定支援
（S.A.-SDM）におけるファシリテーター養
成プログラムについて」では、南オーストラ
リア州の意思決定支援モデルにおいて重要
な役割を果たす実践家３名を2015年12月に
引き続き、2016年９月に日本に招聘し、南
オーストラリア州の意思決定支援モデルに
ついてワークショップを行ない、要点をまと
めている。「オーストラリア・南オーストラ
リア州における支援付き意思決定・意思決定
支援（S.A.-SDM）の実践についての意見交
換」では、ワークショップの後の意見交換に
関して、日本でこのシステムを展開するにあ
たっての留意点に関しての意見交換を整理
した。あわせて、「国際育成会連盟（Inclusion 
International）世界会議に参加して」では、
2016年10月27日～29日にかけてアメリカ
合衆国・フロリダ州オーランドで国際育成会
連盟の世界会議が開催された。その会議の分
科会のうち障害者の意思決定支援に関連の
あるものを取り上げて紹介した。 
「オーストラリア・南オーストラリア州に
おける支援付き意思決定・意思決定支援
（S.A.-SDM）視察報告」（その１）（その２）
では、2016年２月～３月にかけてなされた
南オーストラリア州における支援付き意思
決定・意思決定支援への参加の記録を整理し
た。 
「成年後見実施機関における市民後見支
援体制の現状分析に関する研究」では、市民
後見人が被後見人の意思決定支援にどのよ
うに関わるのかを明らかにするための前提
として、地域における後見ニーズの発見のた
めの仕組みに関して、①成年後見制度の周知
や権利擁護支援の重要性に向けての啓発の
取り組みの現状、②各地域において後見ニー
ズの発見における各種専門職団体や関係機
関の協力状況、③上記①②関連した地域実践
事例の検討の３点に関して考察した。 
 
(3)2017年度の成果 
「本人参画のチームアプロー チに焦点をあて
た意思決定支援過程に関する研究」では、事例
検討をふまえて時間軸として過去に関わっ
たことのある支援者、空間としてサービス拠
点以外の場面で接点のあった支援者など、多
様な生活場面から情報が集約された。その結
果、支援者から提案された生活課題にある背
景や、本人がなぜそのような行動をとってい
るのか、というメカニズムが推論され、その
推論のもとで本人との対話がすすみ、課題の
構造が整理されてきた。このような本人参画
型の会議における意思決定支援の課題とし
て、次の 3点あげることができた。1点目は、
本人が参加するカンファレンスの重要性は
理解できるが、多忙な日常業務において丁寧
な準備を伴う支援は困難であるということ。
2 点目は、支援者が本人の気持ちの表出や行
動、意思決定を待つ姿勢が必要であるが、多
忙な場合は待つ支援自体が難しく、待つのか
介入すべきかの判断を難しくしてしまう。ま
た、多忙な支援環境は、支援者が待つべきと
判断したことを、チームアプローチとして本
人に関わる支援者と足並みを揃えた支援を
遂行することが困難になると受け止められ
ていた。3 点目は、現制度におけるサービス
利用の限られた選択肢のなかで意思決定を
しなければならないこと。これらの課題に対
応するための工夫の検討もあわせて行った。 
「相談支援専門員による知的障害者を対
象とした意思決定支援についての研究」では、
障害者相談支援事業所において、管理者ある
いはそれに準ずる程度の一定以上の実務経
験を有する相談支援専門員を対象としたイ
ンタビュー調査を実施した。なお、調査にお
いては、知的障害のある利用者への相談支援
に従事する相談支援専門員が対象となって
いる。調査依頼の際には、その点を確認した
上で、調査協力者の選定を行った。 
厚生労働省の意思決定支援ガイドライン
の基本的原則と対照させながら得られた知
見を整理した。特に、調査結果から、ガイド
ラインの記載事項の「意思決定支援に関わる
職員が、本人の意思を尊重しようとする態度
で接しているかどうかや、本人との信頼関係
ができているかどうかが影響すること」の重
要性を確認することができた。 
「オーストラリア・南オーストラリア州に
おける支援付き意思決定・意思決定支援
（S.A.SDM）におけるファシリテーター養成
プログラムの検討」では、オーストラリア・
南オーストラリア州の意思決定支援モデル
（S.A.SDM）におけるファシリテーター養成
プログラムについて、Expressed Wish（表出
された希望）を引き出す方法に着目した。オ
ーストラリア・南オーストラリア州の意思決
定支援モデル（S.A.SDM）ではその先の展開
として、このExpressed Wish（表出された希
望）について意思決定者（障害当事者）を中
心として形成されたチームにおいてその実
現に向けた取り組みで大切なことは、第一に
意思決定者（障害当事者）のExpressed Wish
（表出された希望）を尊重することであり、
そのことを軸にして意思決定支援が展開さ
れていくことが示された。 
「市民後見事務の現状分析に関する研究」
では、成年後見実施機関を監督人とする市民
後見人に焦点をあて、①基本属性 ②担当し
ている被後見人等の概要 ③後見事務実施
状況について明らかにし、市民後見人への理
解促進と市民後見人の抱える課題について
考察することを目的とした。 
特に、意思決定場面の多い身上監護では、
「医療」「介護」の後見事務事項を例にする
と、市民後見人が医療や施設関係者から説明
を受け、また協議し、各方面と相談するとい
った活動にどの位の時間を割き内容に踏み
込んで関与をしたかが重要なことが示され
た。 
「ストレングスモデルにおける意思決定
支援の考え方と進め方」では、2016 年度か
ら 2017年度にかけて、埼玉県、神奈川県の
２県の市町村、圏域を中心にストレングスモ
デルに基づいたケアマネジメント研修を行
ってきた。その中で得られた知見としては、
ストレングスモデルの有効性に前提には、利
用者の意思決定に関する潜在力への信頼が
あり、前提が満たされない場合は難しいこと
が理解できた。さらに、さまざまな事例の検
討を進める中で、ストレングスモデルの前提
としては、相談支援専門員と障害者との信頼
関係づくりの重要性が示された。ネガティブ
視点ではなく、ストレングス視点で実施する
ことは信頼関係の構築の際も重要であるこ
とも示された。それに加えて、障害特性にこ
だわらない情報（本人の発言・言葉の重み）
の記録と発言の受け止めのトレーニングの
重要性も示された。そのことによって、研修
参加者の中で、障害者自身の表出した言葉
（希望、願望、思いなど）から意思を読み取
ることの重要性の理解が進むことが示唆さ
れた。さらに、担当している相談支援専門員
だけでは、障害者の本当の意思は把握しにく
いため、複数のメンバーによって構成される
グループスーパービジョンの必要性も示さ
れた。 
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